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はじめに 

 
 
 
本書は、第３６回研究評価委員会において設置された「極低電力回路・シス

テム技術開発（低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術）（グ

リーンＩＴプロジェクト）」（事後評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平

成２５年１２月９日））において策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥ

ＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条の規定に基づき、第３８回研究評価

委員会（平成２６年３月２７日）にて、その評価結果について報告するもので

ある。 
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会「極低電力回路・システム技術開発（低消費電

力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術） 

（グリーンＩＴプロジェクト）」分科会 

（事後評価）  
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 研究評価委員会 

「極低電力回路・システム技術開発（低消費電力メニーコア用アー

キテクチャとコンパイラ技術）（グリーンＩＴプロジェクト）」 

（事後評価）分科会委員名簿 
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料５―１より抜粋） 
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「極低電力回路・システム技術開発（低消費電力メニーコア用アー

キテクチャとコンパイラ技術）（グリーンＩＴプロジェクト）」 

全体の研究開発実施体制 
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「極低電力回路・システム技術開発（低消費電力メニーコア用アー

キテクチャとコンパイラ技術）（グリーンＩＴプロジェクト）」 

（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
組込プロセッサに要求される低電力・低消費エネルギーと、リアルタイム応

用などで求められる性能および幅広い機能の実現という一種相反する課題を、

メニーコアプロセッサという汎用的なアプローチにより解決しようという着眼

点は評価できる。同時に開発されたソフト開発ツールも含め当初の数値目標を

達成しており、得られた知見は今後の情報・エネルギー産業基盤となる有望な

要素技術の確立に役立つものとして期待される。 
一方、２年半弱というプロジェクト実施期間の制約のため、メニーコア組込

プロセッサのフィージビリティ提示にまで至っておらず、成果をベースとした

研究開発やビジネスの展開も展望しづらい。実施期間の妥当性、所与の期間に

見合った研究開発の目標・テーマ・実施内容の設定、成果のビジネス展開に関

する要求・方針など、プロジェクトの開始時における枠組構築の妥当性に疑問

が残る。また、汎用メニーコア、特定アプリケーション向けメニーコア、ソフ

トウェア開発環境を開発されたが、それぞれの活動の連携が少ない。更に、今

回の画像認識など並列処理が向くアプリは問題ないが、ほとんどの車両制御は

逐次処理であり、今回の技術をそれにどう適用するか検討が必要である。 

 
２）今後に対する提言 
メニーコア組込プロセッサというコンセプトに向けて、積み残された課題を

整理・精査し、本プロジェクトで構築した産学連携体制を生かしつつ、研究開

発が継続されることを期待する。新規アーキテクチャの普及のためには、実用

化のレベルまで継続的なフォローが必要であり、顧客製品への導入容易性を確

保することが、最終的に市場に受け入れられる必須要件である。 
 一方、今回取り上げたメニーコアプロセッサのアーキテクチャ（構造）は、

現在世界各国で研究されているアーキテクチャの一つであり、他にも様々なア

ーキテクチャが考えられている。実用化・事業化を成功させるためには、マー
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ケットの分析を行い、重要な応用分野（キラーアプリ）に適したアーキテクチ

ャを検討する必要もある。 

 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
情報機器の機能・性能を向上させつつ消費電力・エネルギーの削減を図るこ

とを目指した低消費電力メニーコアは、社会的要請や産業技術の発展のために

極めて重要なテーマである。不可分であるアーキテクチャとコンパイラを同時

開発するには民間企業では負荷が余りに大きく、また産学総力をあげて取り組

むべき課題でもあり、国(NEDO)の関与は必須である。メニーコアプロセッサの

マーケットは、近い将来、急速に広がる可能性もあり、わが国がこの技術を保

有することによって、国際競争力が強化されると期待でき、事業の目的として

も妥当である。 
一方、メニーコアの研究意義の大きさに比べて、本プロジェクトの規模およ

び期間や予算が過小に見積もられていたように思われる。 

 
２）研究開発マネジメントについて 
メニーコア組込プロセッサのコンセプトに沿って、短期的な観点でも実用化

が見込まれるテーマの設定と研究開発体制の構築を行ったことは評価できる。 
一方、基盤技術の研究開発テーマである汎用システム LSI メニーコアは、具

体的な「モノ」の創出に偏りすぎており、メニーコア組込プロセッサのコンセ

プトに重要な課題（想定される応用例の設定、リアルタイム性など応用例に求

められる課題への対応など）の検討を十分に実施できる計画になっていない。

この分野は実用化に最も多くの開発リソースを必要とする。実用化に近いレベ

ルまで開発がされなければ、受け入れが進まないと予想する。その観点より、

今後も継続した技術開発が必要。また、産学の研究開発テーマが、「学」におけ

る 2020 年ターゲット（汎用システム LSI メニーコア）と「産」における 2014-15
年ターゲット（ビデオマイニング向けメニーコア及びソフトウェア開発環境）

という、本質的に協調が困難な形で設定され、プロジェクト全体としての成果

にアピール力が乏しい結果を招く一因となっている。当初目標とした実施計画

は、プロジェクトの期間や予算と比べて無理があり、やや欲張りすぎていたよ

うに感じる。「産」のテーマである短期目線のものは、ものづくりまで考えた体

制が必要であったのではないか。知財についても、4 件の特許出願のみ。件数が

すべてではないが知財戦略が希薄ではないか。 
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３）研究開発成果について 
汎用システム LSI メニーコア（SMYLEref）の目標性能である電力効率 10 倍に

ついて、製作した FPGA プロトタイプでの評価に基づいて一定のアプリケーシ

ョン適用性に関して目標達成の見通しが得られたことは評価できる。またビデ

オマイニング向けメニーコア（SMYLEvideo）およびソフトウェア開発環境に

ついても、それぞれ計画当初の目標をほぼ達成しており、短期間にしては十分

な成果をあげている。また、成果の発信も十分にできている。 
 一方、SMYLEref の評価におけるアプリケーション適用の妥当性、リアルタ

イム応用に対するアーキテクチャの適合性、想定される具体的応用事例の提示

など、フィージビリティを示すために必要な重要課題への回答が得られるには

至っていない。具体的な製品化に使用する事を想定した場合、開発に相当の負

担が生じる。事業化には、さらに一気通貫して扱える環境が必要。半導体業界

は開発側もユーザ側も変化が速い。現状のベンチマークは理解したが、陳腐化

しないよう、幅広く、最新の情報を取得し優位性を確認していく必要がある。 

 
４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
短期的な実用化・事業化を企図した SMYLEvideo およびソフトウェア開発ツー

ルについて、技術的な観点で実用化・事業化の見通しが得られていると判断で

きる。特に SMYLEvideo については、企業が主体的に実用化を考えており、市

場インパクトが強い製品に繋がる技術成果も得られている。 
 一方、汎用システム LSI メニーコアの実用化・事業化までには、今後さらに

5 年～10 年は必要であると思われる。短期・中期での事業の成功を考えるので

あれば、具体的な応用分野を決めて、それに適したアーキテクチャを開発する

ことが有効であろう。有望な応用分野としては、画像処理以外にも基幹系の通

信システムなどが考えられる。世界に比べて少し遅れている感がある。今から

半導体メーカと協力して、製品化へのシナリオを明確にすべきである。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.7 A A A A B B

２．研究開発マネジメントについて 1.5 B C C C A C

３．研究開発成果について 1.7 C B C C A B

４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
1.8 B B B B C B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D

平均値 

1.8 

1.7 

1.5 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化・事業化に向けての見

通し及び取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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「極低電力回路・システム技術開発（低消費電力メニーコア用ア

ーキテクチャとコンパイラ技術）（グリーンＩＴプロジェクト）」

に係る評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について 
(1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・「ＩＴイノベーションプログラム・エネルギーイノベーションプログラム」

の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと 
により、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比 
較において十分であるか。 

 
(2) 事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動 
向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 
２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい 

るか。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい 
るか。 

 
(2) 研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配 
分を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

 
(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

＜参考＞ 
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・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が 
明確になっているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 
・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  

 
(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 
・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) や 

標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 
(5) 情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等 
に機敏かつ適切に対応しているか。 

 
３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待で 

きるか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成ま 

での課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果 
として評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、または汎用性のある成 

果については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が挙がっ 
ている場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 大学または公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場 
合には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 

 
(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 
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・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権 
の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用 
化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

 
(3) 成果の普及 
・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 
・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及

しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
 ・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 
 本項目における「実用化・事業化」の考え方 

 
当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開

始されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の

販売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 
(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確に 
なっているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 
・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は 
確保される見通しはあるか。 

・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 
・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が 
見込めるものとなっているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 
 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確

になっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、

事業化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 
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